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本日のご説明

１．日本センターの概要

２．日本センターの提供するサービス（人材育成・海外展開）

３．新規事業:外国人材関連事業のご紹介

４．日本センターをもっと知りたい方へ



１．日本センター概要



（１）沿革
設立:2000年以降、日本の政府開発援助（ODA)により、当
時の市場経済移行国9か国に順次設立
目的
・市場経済化に向けたビジネス人材育成
・所在国と日本間の相互理解・交流促進
沿革
JICA運営→ 相手国の機関として運営

＝JICA: ビジネス研修等
＝国際交流基金:日本語教育等
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１．日本センター概要



所在国 協力開始 法人形態
ベトナム（ハノイ、ホーチミン） 2000 国立大学付属機関

ラオス 2000 国立大学付属機関
カンボジア 2004 国立大学付属機関
ミャンマー 2013 JICAプロジェクト
モンゴル 2002 国立大学付属機関

ウズベキスタン 2000 NPO法人
キルギス 2003 NPO法人

カザフスタン 2000 JICA支援は終了
ウクライナ 2006 JICA支援は終了

１．日本センター概要（２）所在国・法人形態



（３）標準的イメージ

・設立 20周年前後（6）
・所属 国立大学の付属機関（4）
・常駐する日本人

標準３~４名
・現地職員 30名程度（4）
・組織 総務課/ビジネス課/日本語課/図書・相互交流課/その他
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１．日本センター概要



（４）日本センターの特徴

・現地では高い知名度と信用

・日本の方々には日本語でご対応

・原則・独立採算（サービスは原則有料）
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１．日本センター概要



１．日本センター概要



（５）日本センターの目指す姿

現地
政府機関

金融
機関

BDS/
業界団体

大学/
研究機関

地方
自治体

外務省/
経産省

地方金融
機関

JETRO
中小機構
経団連

大学/
研究機関

地方
自治体/
商工会

日本
人材開発
センター

日本企業現地企業

現地企業情報の提供・紹介

中小企業・SDGｓビジネス支援事業

ビジネスウーマン・
女性起業家育成

スタートアップ・
起業家育成

地方企業との交流

グローバル人材育成

経営層向けビジネス人材育成

イノベーション推進
本邦大学連携
（留学フェア等）

ビジネス交流

就職フェア

ビジネス支援人材育成

日本語簿記

「産業人材育成協力イニシアティブ２．０*」

* 2018年11月14日に日・ASEAN首脳会議で日本政府発表。
2018-2022年の5年間で8万人の産業人材育成支援を行う。

１．日本センター概要



２．日本センターの提供するサービス



（１）日本センターは現地人材を育成します
２．日本センターのサービス

日本的経営を指導する経験豊富な講師陣

対象国に即したカリキュラムに基づく
多様なコース

（日本語コース）実践力を伴う日本語習得
者を輩出



２．日本センターのサービス



１）ビジネスコース
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２．日本センターのサービス

• 講師:日本人+現地人

• 科目:経営戦略、人事管理、
財務管理、マーケティング等

• 形式:総合コース、単科コー
ス、企業ごとコース、コンサ
ルティングなど



２）日本語コース
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２．日本センターのサービス

• レベル:初級から中・上級まで

• 特色:日本語教育の普及拠点
日本語スピーチコンテストや日本語教師
研修、研究会など

＊ミャンマーは設置なし
＊ベトナムは国際交流基金の支援なく
日本センターが直営実施



（２）日本センターは海外展開を支援します

知日派経営者との現地企業ネットワーク

幅広い分野で日本語の相談可能

適正価格でのサービス提供

２．日本センターのサービス



（１）海外展開支援:ビジネス交流
日本センターは、ビジネス研修の開催を通じ、現地企業に広くネッ

トワークを有し、日本的経営の考え方を理解し、親日的で日本企業と
のビジネスを希望している企業も多数あり。そのネットワークを活用
し、日本企業・現地企業間のビジネス交流を促進

•現地ビジネス事情の説明・セミナー
•現地企業の個別紹介・視察手配
•日本又は現地での企業交流会実施
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２．日本センターのサービス



（２）海外展開支援:人材育成・マッチング

•人材育成支援
日本センターのビジネス研修や日本語教育の現地日系企業従業員研
修への活用
各企業の個別要望に応じたオーターメイドの研修も可

•就職フェア開催
現地日系企業などの人材確保支援を行うためセンター主催で参加企
業を募り、就職フェアを開催
留意点:日本センターでは、求人者と求職者との間における雇用関係の成立を
斡旋する所謂「職業紹介」は行っておりません。
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２．日本センターのサービス



（３）海外展開支援:その他サービス

• JICA民間連携事業との連携
・日本企業の上記事業への応募準備や採択後の事業実施に関しての相談対応
・事業パートナーとなる現地企業のご紹介や、調査・研修などの関連支援業務
を受託し、実施しているケース有

•会場貸出、イベント開催等の支援

•グローバル人材育成支援（日本企業・自治体・大学向け）
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２．日本センターのサービス



２．日本センターのサービス



３．外国人材関連事業の新規取組



（１）取組の背景
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日本での就労を促進する
日本で安心して働ける、安心して雇い続けられるようになる
日本から帰国した後も、修得した知識・技術を活かして活躍する

日本センターの現地での活動

３． 外国人材関連事業（新規）

日本国内での外国人材のニーズが高まっている
日本センター所在国でも日本就労希望者が増加
日本政府の外国人材受入に向けた施策

外国人材側の準備不足、雇用主側の理解不足等

企業・自治体での活動

現状

問題散見

目標

連携



（２）対象とする在留資格

1) 主対象:「技術・人文・国際」「特定技能」「高度専門職」
2) 限定的:「技能実習」
•留意点:日本センターで技能実習生や現地送出機関の紹介はで
きない。

•応相談:送り出し前の研修、帰国後支援（就職フェア、起業研
修）、日本就労にかかる基礎知識の啓発等
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３． 外国人材関連事業（新規）



（３）外国人材支援に向けた
日本センターのサービス（検討中）
ターゲット 日本で働きたい人材 人材を求む企業 自治体

検討段階
失敗しない日本就労セミ
ナー
自治体PRセミナー

○○国人材セミナー ○○国人材セミナー
自治体PRセミナー

求職段階 就職フェアー 就職フェアー 就職フェア―

出発前

出発前研修
・日本文化・生活案内、ビ
ジネス習慣・マナー
・ビジネス基礎知識
・日本語教育
・キャリアプラン

異文化理解

就労中 就労状況ヒアリング 就労状況ヒアリング
帰国後 帰国後研修

現地企業就職フェアー
帰国者を活用した現地
ビジネス展開支援

帰国人材ネットワー
ク

＊赤字は一部センターにて既に実施しているサービス内容

３． 外国人材関連事業（新規）



４．日本センターをもっとお知りになりたい方へ



（１）各日本センターの個別事情
ベトナム（VJCC） カンボジア

（CJCC）
ミャンマー
（MJC）

ラオス（LJI） モンゴル
（MOJC）

ウズベキスタン
（UJC）

キルギス
KRJC

体制 ・ハノイとホーチミン
にセンター設立、大学
機関
・JICA専門家 ハノイ1
名（CA）ホーチミン1名
・職員 28名（２セン
ター合計）うち25名は
英語又は日本語可

・プノンペンに設
立、大学機関
・JICA専門家 2
名
・職員 72名
英語は全員可、日
本語は日本語教師
のみ

・本部はヤンゴン、
マンダレーに支所有
り 。
・ミャンマー商工会
議所連盟が実施機関
・JICA専門家 1名
（日本勤務）
・職員 13名（11
名は英語又は日本語
可）

・ビエンチャンに
設立、大学機関
・JICA専門家 2
名（うち1名は日
本勤務）
・職員 30名
（うち7名日本語
可、英語は格差あ
るが全員意思疎通
可）

・ウランバートルに
設立、大学機関
・JICA専門家 3名
・職員30名（うち25
名は日本語検定1級
又は2級）

・本部はタシケン
ト、ブハラに分室
有り。NPO
・JICA専門家 2
名
・職員 30名（う
ち半数が英語又は
日本語可）

・ビシュケクに
設立、NPO
・JICA専門家
2名
・職員 13名
（うち11名は
英語又は日本語
可）

特記事項 ・外国貿易大学（FTU）
日本式国際ビジネス学
士課程を運営
・日本語教育に国際交
流基金の支援は無く、
VJCCで講師を雇用して
直営で実施

・年間来館者数
（17万~20万）、
施設規模（無償資
金協力で建設）、
職員数ともに、日
本センターの中で
最大

・MJCは2013年設
立と活動歴が短く、
業務体制整備中
・日本語教育、相互
理解促進活動は実施
していない。
・現在、活動縮小中

・2年のMBAコー
スを運営

・年間来館者数は
CJCCに次いで2位
（11万人～14万人）
・ビジネス交流実績
は年々増加

外国人材
関連事業

準備中。日本式国際ビ
ジネス学士課程の第一
期卒業生の本邦・日系
優良企業就職支援にプ
ライオリティーを置い
ている。

一部対応可能 活動停止中 準備中 一部対応可 準備中 一部対応可
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４．詳細情報はこちら



（２）ホームページ・パンフレットなど

●JICA日本センター・ホームページ
トップぺージ https://www.jica.go.jp/japancenter/index.html
企業・自治体の皆様へ https://www.jica.go.jp/japancenter/company/index.html

●日本センターパンフレット（PDF)
以下のサイトでダウンロード可能です。
https://www.jica.go.jp/japancenter/document/index.html
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（３） ご照会・ご連絡先
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対象国 センター名 お問い合わせ先（日本語可能）

ベトナム ベトナム日本人材開発インスティ
チュート https://www.vjcchcmc.org.vn/ja/contact/

カンボジア カンボジア日本人材開発センター https://www.cjcc.edu.kh/site/index.php/en/abo
ut/contact-us

ラオス ラオス日本センター http://www.lji.edu.la/contact-us/
ミャンマー ミャンマー日本人材開発センター https://mjchrd.com/contact/
モンゴル モンゴル日本人材開発センター mojc-biz@japan-center.mn

ウズベキスタン ウズベキスタン日本人材開発セン
ター infomail@ujc.uz

キルギス キルギス共和国日本人材開発セン
ター krjc@krjc.kg

国未定・その他 JICA経済開発部 japancenter@jica.go.jp



ご清聴ありがとうございました
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